
大和市 介護保険事業
地域比較結果

令和５年度実施分

大和市における人口等データの経年変化の分析

神奈川県内近隣市および人口規模・人口密度が近い市との比較分析

大和市 健康福祉部 介護保険課



比較対象

•近隣市

厚木市、海老名市、座間市、綾瀬市、伊勢原市、

藤沢市、茅ヶ崎市、小田原市

•同規模市（人口規模・人口密度の近い市）

草加市、府中市、小平市、習志野市、東村山市
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大和市の高齢者人口等

大和市の高齢化率は年々上昇しており、令和5年は23.9%となっている。
近年、後期高齢者数が急増してきており（R元年→5年：＋4,112人、14.4％増）
令和5年は、高齢者数の伸びが、総人口の伸びよりも大きいため、高齢化率は増加している。
令和元年度には、前期高齢者数と後期高齢者数の数が逆転している。

各年10月1日時点
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年度 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年

総人口（人） 238,743 240,523 242,534 244,034 244,606
40歳～64歳（人） 85,016 85,926 86,930 87,752 88,224
高齢者数(人） 56,695 57,494 57,932 58,148 58,431
高齢化率（％） 23.7% 23.9% 23.9% 23.8% 23.9%

前期高齢者数（人） 28,018 27,972 27,962 26,655 25,632
後期高齢者数(人） 28,677 29,522 29,970 31,493 32,799
うち75～84歳(人） 21,651 21,923 21,744 22,756 23,599
うち85歳以上(人） 7,026 7,599 8,226 8,737 9,200
前期高齢者（％） 49.4% 48.7% 48.3% 45.8% 43.9%
後期高齢者（％） 50.6% 51.3% 51.7% 54.2% 56.1%
75～84歳（％） 38.2% 38.1% 37.5% 39.1% 40.4%
85歳以上（％） 12.4% 13.2% 14.2% 15.0% 15.7%



大和市の認定者数・認定率

大和市の認定者数、認定率は上昇している。
特に後期認定者数の増加が著しい。（R元⇒R5 1,251人 14.7%増）

各年10月1日時点
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年度 令和元年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年
1号被保険者認定者数(人） 9,889 10,025 10,387 10,662 11,063
前期認定者数(人） 1,365 1,374 1,413 1,340 1,288
後期認定者数（人） 8,524 8,651 8,974 9,322 9,775

うち75～84歳認定者数(人） 4,234 4,187 4,132 4,263 4,456

うち85歳以上認定者数(人） 4,290 4,464 4,842 5,059 5,319
2号被保険者認定者数（人） 301 300 322 312 311

認定者数(人） 10,190 10,325 10,709 10,974 11,374
1号被保険者認定率（％） 17.4% 17.4% 17.9% 18.3% 18.9%
前期認定率（％） 4.9% 4.9% 5.1% 5.0% 5.0%
後期認定率（％） 29.7% 29.3% 29.9% 29.6% 29.8%

75～84歳認定率（％） 19.6% 19.1% 19.0% 18.7% 18.9%
85歳以上認定率（％） 61.1% 58.7% 58.9% 57.9% 57.8%



大和市の調整済み認定率

大和市の調整済み認定率※は、要介護３～４が増加傾向にある。

※調整済み認定率：認定率の大小に大きな影響を及ぼす第1号被保険者の性別や年齢別人口構成の影響を除外した認定率
※認定率：65歳以上の各介護度の認定者数／65歳以上の被保険者数
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（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」

平成30年 令和元年 令和2年度令和3年度 令和4年度
調整済み認定率（要支援1）（％） 2.4 2.2 2.2 2.2 2.1

調整済み認定率（要支援2）（％） 2.8 2.7 2.7 2.6 2.6

調整済み認定率（要介護1）（％） 4.2 4.0 4.3 4.2 4.3

調整済み認定率（要介護2）（％） 3.5 3.7 3.7 3.7 3.7

調整済み認定率（要介護3）（％） 2.5 2.6 2.6 2.7 2.8

調整済み認定率（要介護4）（％） 2.4 2.4 2.5 2.6 2.7

調整済み認定率（要介護5）（％） 1.8 1.7 1.6 1.7 1.8

合計調整済み認定率（％） 19.6 19.4 19.5 19.7 20.0



大和市の調整済み新規認定者分布と
調整済み新規認定平均要介護度

大和市の調整済み新規認定者分布は、令和３年⇒令和４年で要支援１、要介護２、３、４、５の割合が下がっている。
一方で要支援２、要介護１の割合が増加している。
調整済み新規認定者の平均要介護度は、経年で横ばい傾向である。

※調整済み新規認定者：認定率の大小に大きな影響を及ぼす第1号被保険者の性別や年齢別人口構成の影響を除外した新規認定者数

※平均要介護度は介護度を次の係数に変換し計算

介護度 係数
要支援1 0.375
要支援2 0.375
要介護1 1
要介護2 2
要介護3 3
要介護4 4
要介護5 5

6

（出典）厚生労働省「介護保険総合データベース」（令和3年11月10日時点データにて集計）および厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和3,4年
度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」

要支援１ (%)

要支援２ (%)

要介護１ (%)

要介護２ (%)

要介護３ (%)

要介護４ (%)

要介護５ (%)

調整済み新規認定者の
平均要介護度 ※



人口・高齢化率の比較

大和市の高齢化率は、県平均や近隣市より低い。同規模市のうち府中市は高齢化率が特に低く、
東村山市はやや高めだが、他は概ね同程度。
前期・後期高齢者の割合は、県平均と比較するとやや前期高齢者が多い。
近隣市では概ね同程度。同規模市では、大和市よりも後期高齢者の割合が高い市が多い。

（出典）総務省「国勢調査」および国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」
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高齢者世帯等の比較

（出典）総務省「国勢調査」および国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

大和市の「高齢者を含む世帯のうち高齢者夫婦世帯の割合」は、県平均より1.5ポイント低く、近隣市と比べる
と一部の市を除き概ね低く、近隣市で最も高い海老名市より4.8ﾎﾟｲﾝﾄ低い。同規模市との比較では概ね同程
度。
「高齢者を含む世帯のうち独居世帯の割合」は、県平均より0.6ポイント高く、近隣市中では最も高い。近隣市
で最も低い綾瀬市より5.7ﾎﾟｲﾝﾄ高い。同規模市では、習志野市、草加市は大和市より低いが、他は大和市よ
り高い。
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人口密度の比較

239,169 27.1 8,828.7
223,705 93.8 2,383.9
132,325 17.6 7,531.3
136,516 26.6 5,134.1
83,913 22.1 3,790.1
101,780 55.6 1,831.9
436,905 69.6 6,280.1
242,389 35.7 6,789.6
188,856 113.8 1,659.7
262,790 29.4 8,929.3
198,739 20.5 9,689.9
151,815 17.1 8,857.4
176,197 21.0 8,402.3
248,304 27.5 9,042.4

9,237,337 2,416.2 3,823.1

大和市の人口密度は、近隣市のなかでも特に高い。
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大和市の調整済み認定率は、全国・神奈川県平均より高く、近隣市のなかで最も高い。
同規模市との比較でも小平市の次に高い。

合計調整済み認定率（%）の比較
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時点令和4年（2022年）
出典:厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」
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合計調整済み認定率 経年変化の比較

大和市の調整済み認定率は、平成29年から令和４年にかけて
0.8ﾎﾟｲﾝﾄ上昇している。
県平均や一部の市を除く近隣市、同規模市より、本市の伸び
は小さい傾向である。

一方で、綾瀬市、海老名市、茅ケ崎市では、伸びが大きくなっ
ている。
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年度 平成29年 令和元年 令和４年 H29⇒R４

厚木市
座間市
海老名市
綾瀬市
伊勢原市
藤沢市
茅ヶ崎市
小田原市
府中市
小平市
東村山市
習志野市
草加市
神奈川県
全国

（時点）令和4年(2022年)
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」

単位（％）



調整済み軽度認定率（％）の比較

大和市の調整済み軽度認定率は、全国・神奈川県平均と比べ高い。
近隣市との比較では、最も低い厚木市より2.0ﾎﾟｲﾝﾄ高く、最も高い藤沢市より1.3ﾎﾟｲﾝﾄ低い。
同規模市との比較では、小平市、東村山市、習志野市が本市より高く、府中市がより低い。
※軽度認定率：要支援１～要介護２までの調整済み認定率の合計
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時点令和4年（2022年）
出典:厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」
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調整済み軽度認定率 経年変化の比較

大和市の調整済み軽度認定率は、平成29年から令和４年に
かけて、概ね横ばいである。
全国・県平均や近隣市、同規模市を見てみると、
概ね増加傾向にある。

近隣市では、特に座間市、綾瀬市、海老名市、での伸びが大
きい。
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（時点）令和4年(2022年)
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」

平成29年 令和元年 H29⇒R４

単位（％）



調整済み重度認定率（％）の比較

大和市の調整済み重度認定率は、全国・神奈川県平均と比べやや高い。
近隣市との比較では、大和市が一番高く、最も低い藤沢市より1.7ﾎﾟｲﾝﾄ高い。
同規模市との比較では、本市の調整済み重度認定率が高いことがわかる。
※重度認定率：要介護３から要介護５までの調整済み認定率の合計 14

時点令和4年（2022年）
出典:厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」

7.1 6.9
6.4

5.7

6.5
6.1

5.4
5.8

6.0
6.4 6.3

5.7

6.4 6.4 6.6 6.5

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

大和市 厚木市 座間市 海老名市 綾瀬市 伊勢原市 藤沢市 茅ヶ崎市小田原市 府中市 小平市 東村山市習志野市 草加市 神奈川県 全国



調整済み重度認定率 経年変化の比較

大和市の調整済み軽度認定率は、平成29年から令和４年に
かけて0.7ﾎﾟｲﾝﾄ増加している。
県平均や近隣市、同規模市を見てみると、一部の市を除き、概
ね増加傾向にある。
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単位（％）

平成29年 令和元年

（時点）令和4年(2022年)
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」



調整済み新規認定者分布、
調整済み新規認定平均要介護度の比較

大和市の調整済み新規認定者分布は、全国・県平均と比べ要介護１以上の割合が高く、要支援の割合が低い。
大和市の調整済み新規認定平均要介護度は、全国・県平均よりも高い。
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介護度 要支援１(%) 要支援２(%) 要介護１(%) 要介護２(%) 要介護３(%) 要介護４(%) 要介護５(%) 平均要介護度
大和市
近隣A市
近隣B市
近隣C市
近隣D市
近隣E市
近隣F市
近隣G市
近隣H市
同規模I市
同規模J市
同規模K市
同規模L市
同規模M市
神奈川県
全国
（時点）令和4年(2022年) （出典）厚生労働省「介護保険総合データベース」（令和3年11月10日時点データにて集計）および厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報
（令和3,4年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」



調整済み新規要支援・要介護認定者の比較
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（時点）令和4年(2022年) （出典）厚生労働省「介護保険総合データベース」（令和3年11月10日時点データにて集計）および厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報
（令和4年度のみ「介護保険事業状況報告」月報）および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」

調整済み新規認定者分布について、要支援１～２、要介護１～２、要介護３～５の３区分に分け、
比較を行った。
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調整済み新規要支援・要介護認定者の比較

（時点）令和4年(2022年) （出典）厚生労働省「介護保険総合データベース」
（令和3年11月10日時点データにて集計）および厚生労働省「介護保険事業状況
報告」年報および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」

全国・神奈川県平均と比べると、要介護１～２の、要介護３～５の
割合が高いことがわかる。

近隣市では、概ね大和市と同じような傾向であるが、藤沢市、茅
ケ崎市については、要支援１～２の割合が特に高い。

同規模市では、本市と比べて要支援１～２の割合が高い市が多
いことがわかる。

介護度 要支援１～２ 要介護１～２ 要介護３～５
大和市 37.6 40.8 21.5
近隣A市 31.8 42.0 26.2
近隣B市 39.8 36.9 23.3
近隣C市 39.6 40.7 19.6
近隣D市 39.2 38.9 21.8
近隣E市 36.2 40.8 23.0
近隣F市 50.8 34.0 15.2
近隣G市 49.1 31.7 19.3
近隣H市 37.1 39.8 23.0

同規模I市 42.9 36.1 21.1

同規模J市 40.8 38.5 20.6

同規模K市 50.6 34.0 15.5

同規模L市 42.8 39.8 17.5

同規模M市 36.6 42.6 20.7
神奈川県 43.1 36.1 20.8
全国 43.4 36.6 20.1



調整済み1号被保険者1人あたり給付月額
の比較

大和市の調整済み1号被保険者1人あたり給付月額は、全国平均と県平均と比べて低い。
比較している市の中では最も高い。
内訳を見ると、在宅サービスが比較市の中で最も高く、県平均に近い。
また、施設サービス、居住系サービスも他市と比べ高いことがわかる。 19

（時点）令和3年(2021年)
（出典）「介護保険総合データベース」および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」
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調整済み1号被保険者1人あたり給付月額
の比較

大和市では、全てのサービス系において、調整
済み1号被保険者1人あたり給付月額が上位に
あることがわかる。

（時点）令和3年(2021年)
（出典）「介護保険総合データベース」および総務省「住民基本台帳人口・世帯数」

在宅サービス 施設サ－ビス 居住系サ－ビス 合計
大和市
厚木市
座間市
海老名市
綾瀬市
伊勢原市
藤沢市
茅ヶ崎市
小田原市
府中市
小平市
東村山市
習志野市
草加市
神奈川県
全国



調整済み1号被保険者1人あたり給付月額
経年変化（平成27年ー令和3年）

平成27年から令和３年にかけて、一部を除いて、全ての市で調整済み1号被保険者1人あたり給付月額が上昇
している。本市では、合計で約300円増えており、神奈川県平均と比べても増え幅が大きく、特に在宅サービ
ス、施設サービスでの増加が大きい。
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令和3年 平成27年 令和3年－平成27年
在宅 施設 居住系 合計 在宅 施設 居住系 合計 在宅 施設 居住系 合計

大和市
厚木市
座間市
海老名市
綾瀬市
伊勢原市
藤沢市
茅ヶ崎市
小田原市
府中市
小平市
東村山市
習志野市
草加市
神奈川県
全国 10,756 7,318 2,609 20,683



調整済み1号被保険者1人あたり給付月額
経年変化（新型コロナウイルス感染症拡大前後）

令和3年 令和2年 令和3年－令和2年
在宅 施設 居住系 合計 在宅 施設 居住系 合計 在宅 施設 居住系 合計

大和市
厚木市
座間市
海老名市
綾瀬市
伊勢原市
藤沢市
茅ヶ崎市
小田原市
府中市
小平市
東村山市
習志野市
草加市
神奈川県
全国
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令和２年から令和３年にかけて、全ての市で調整済み1号被保険者1人あたり給付月額が減少している。本市
では、合計で約494円減少しており、全国及び神奈川県平均と比べても減少幅が大きく、特に在宅サービス、
施設サービスでの減少が大きい。



サービス種別受給率の比較
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％ サービス種別受給率
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サービス種別受給率の比較
在宅サービス 施設サ－ビス 居住系サ－ビス 合計

大和市
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全国
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（時点）令和5年(2023年)
（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報（令和4,5年度のみ「介護保険事業状況報

告」月報）

大和市では、全国・神奈川県平均と比較し、
サービス受給率の合計が低いことがわかる。

近隣市との比較では、藤沢市と並び、在宅
サービスが最も高いことがわかる。

同規模市との比較では、施設サービス、居住
系サービスが低いことがわかる。



人口密度と合計調整済み認定率の分布
人口密度と調整済み認定率が比例してい
ることがわかる。

大和市は近隣市と比べ、人口密度が高く、
合計調整済み認定率も高い。

人口密度が同程度の同規模市と比較する
と、大和市と同様に合計調整済認定率が高
い傾向があることがわかる。

→大和市の特徴として、人口密度が高いこ
とと、市域が狭く交通の利便性が良いこと
が挙げられる。その結果、地域包括支援セ
ンターの受け持つエリアが狭いため認定申
請につながりやすく、合計調整済み認定率
が高い要因となっていることが考えられる。
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人口密度と調整済み1号被保険者1人あたり給付月額の分布
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人口密度と調整済み1号被保険者1人あた
り給付月額には、一定の一部を除き、相関
関係がないことがわかる。

大和市は近隣市と比べ、人口密度が高く、
調整済み1号被保険者1人あたり給付月額
も高い。

人口密度が同程度の同規模市と比較する
と、小平市を除き、大和市と同様に人口密
度と調整済み1号被保険者1人あたり給付
月額が高い傾向があることがわかる。

→大和市の特徴として、人口密度が高いこ
とと、市域が狭く交通の利便性が良いこと
が挙げられる。被保険者や介護サービス
事業者にとっても効率的に介護サービスを
利用しやすい環境となり、合計調整済み認
定率が高い要因となっていることが考えら
れる。

大和市

厚木市

座間市

海老名市

綾瀬市

伊勢原市

藤沢市

茅ヶ崎市

小田原市

府中市小平市

東村山市

習志野市 草加市

神奈川県

1,000.0

2,000.0

3,000.0

4,000.0

5,000.0

6,000.0

7,000.0

8,000.0

9,000.0

10,000.0

11,000.0

16,000 16,500 17,000 17,500 18,000 18,500 19,000 19,500 20,000 20,500

人
口
密
度
（
人
/ ㎢
）

調整済み被保険者1人あたり給付月額



高齢者世帯独居割合と合計調整済み認定
率の分布

高齢者世帯独居割合と合計調整済み認定率
は比例しており、高齢者独居世帯割合が高い
市では、合計調整済み認定率が高い。

大和市は高齢者世帯独居割合が高く、合計調
整済み認定率も高い。

大和市では、親族等から日々の協力が得られ
にくい高齢者独居世帯への取組を強化する必
要であると考えられる。
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調整済み軽度・重度認定率分布
大和市では、軽度・重度とも認定率が高いことがわかる。

①大和市
→軽度認定率：高、重度認定率：高

②厚木市
→軽度認定率：低、重度認定率：中～高

③藤沢市、東村山市
→軽度認定率：中～高、重度認定率：低

④茅ヶ崎市
→軽度認定率：低、重度認定率：低

⑤座間市、綾瀬市、府中市、神奈川県
→軽度認定率：中～高、重度認定率：中

①
②

③

④
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調整済み被保険者1人あたりの給付月額と
合計調整済み認定率の分布調整済み被保険者1人あたりの給付月額と合計調

整済み認定率は概ね比例している。

①大和市
→給付費：高（軽度：高、重度：高）

②厚木市、伊勢原市、小田原市、草加市
→給付費：中（軽度：低、重度：中～高）

③藤沢市
→給付費：低（軽度：中～高、重度：低）

④茅ヶ崎市
→給付費：低（軽度：低、重度：低）

⑤綾瀬市、座間市、習志野市
→給付費：中（軽度：中～高、重度：中）
重度認定率が低い市では、調整済み被保険者1人
あたりの給付月額が低い。重度認定率が調整済み
被保険者1人あたりの給付月額に大きく影響してい
ることがわかる。

①

③

④
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調整済み新規認定要支援割合と合計調整
済み被保険者1人あたり給付月額の分布

調整済み新規認定要支援割合と合計調整済み被
保険者1人あたり給付月額は反比例している。
調整済み新規認定要支援割合が高い市では、合
計調整済み被保険者1人あたり給付月額が低い。

大和市は調整済み新規認定要支援割合が低く、
合計調整済み被保険者1人あたり給付月額が高
い。

大和市では、被保険者が軽度な状態のうちに要支
援の認定を受け、サービスの利用まで繋げられる
ような取組が必要である。それにより、被保険者の
重度化防止を図り、将来的な合計調整済み被保
険者1人あたり給付月額の上昇を防ぐことができる
と考えられる。
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まとめ
•大和市は、合計調整済み認定率が高く、特に重度が高い。
•大和市は、人口密度が高く、認定リスクの高い独居高齢者の割合が
高い。

•大和市は、調整済み新規認定要支援割合が低い。
•大和市の合計調整済み被保険者1人あたり給付月額は特に高い。
•重度の調整済み認定率と合計調整済み被保険者1人あたりの給付
月額は、比例している。

•調整済み新規認定要支援割合と、合計調整済み被保険者1人あた
り給付月額は反比例している。

• 2021年から2022年にかけて、新型コロナウイルス感染症の影響もあ
り、合計調整済み被保険者1人あたり給付月額が減少している。
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結論
☆今後、大和市では団塊の世代が後期高齢者を迎える2025年以降、急激な給付費の
増加が見込まれる。将来的な大和市の調整済み被保険者1人あたりの給付月額の伸
びを抑えるためには、

●合計調整済み認定率、特に重度の調整済み認定率を下げる。

●新規認定者の要支援割合を高めていく。

ための取組が必要であると考える。

☆そのために、大和市では引き続き次の取組を強化していく必要がある。

●介護予防の推進

●要支援・要介護認定リスクの高い独居高齢者への取組

●介護度の重度化防止の取組。特に、軽度のうちに要支援認定を取得し、重度化防

止に向けたサービス利用の促進
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